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読みに困難を抱える大学生に対するアクセシブルな
デジタル書籍の必要性に関する研究

─マルチメディア DAISY 図書活用の事例を通して─

楠　敬太ⅰ

　小・中学校の義務教育段階では，発達障害等の読みに困難を抱える児童生徒は，まだ一部に過ぎないも
のの，アクセシブルなデジタル教材を活用できるようになっている。しかし，高等教育機関では誰もが容
易に使用可能なアクセシブルなデジタル書籍を利用できる環境はほとんど整備されていない。そこで，本
論文ではアクセシブルなデジタル書籍の 1 つであるマルチメディア DAISY 図書に注目し，読みに困難を
抱える大学生 1 名に対して，大学での教材の DAISY 化を試みた。活用を開始して，1 年後と 2 年後に「高
等教育機関におけるマルチメディア DAISY 図書活用に関する印象的評定」に基づきアセスメントしたと
ころ，継続的に使用することで，読み書きに対する抵抗感は減少することが明らかとなった。並行して，本
稿では，ディスレクシア支援の先進国と言えるアメリカ合衆国の状況を検証した。実証実験と国際比較に
よる知見に基づき，日本においても，高等教育における読みに困難を抱える大学生の問題は喫緊の課題で
あり，必要な専門書籍へのアクセシビリティを高めるには，共有オンライン図書館等に関わる諸制度の改
革によって，アクセシブルな専門書籍をすぐに読める環境を整備することが求められることが明らかとな
った。
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はじめに

　視覚障害を伴わずに読みに困難を抱える人びとに

対する法的な支援制度は，近年，日本においても次

第に整備されつつある。まず，著作権法第37条第 3

項は，2009年 6 月の「著作権法の一部改正」によっ

て，大幅に改定された。2009年以前は著作権者の承

諾なしに作成できる資料は録音図書のみであったが，

2009年の改正では録音，拡大文字，テキストデータ

等1）も作成可能となった。また，作成された資料の

利用対象者も「視覚障害者」に加えて，読みに困難

を抱える「発達障害者」「知的障害者」等まで拡大さ

れた2）。さらにこの資料を，インターネットサービ

スを通じて配信できるようになった（「自動公衆送

信」と呼ばれている）。それとともに，著作権法施行

令第 2 条第 1 項より，公共図書館，大学図書館，学

校図書館，障害者関係施設等の視覚障害者等が入所

する施設や図書館等において資料複製の作業が行え

るようになった。

　この著作物のアクセシビリティの保証に向けて国
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際社会は大きく動いている。2013年 6 月28日モロッ

コのマラケッシュにて，「盲人，視覚障害者その他の

印刷物の判読に障害のある者が発行された著作物を

利用する機会を促進するためのマラケッシュ条約

（以降「マラケッシュ条約」）」が採択され，2016年に

発効した。この条約は，「視覚障害者等（発達障害者

や知的障害者も含まれる）が著作物を利用する機会

を促進するため，利用しやすい様式の複製物に関す

る国内法令上の制限及び例外，利用しやすい様式の

複製物の国境を超える交換等」について定めてい

る3）。

　日本でも2014年度から，著作権分科会法制・基本

問題小委員会で検討が開始され，2018年 5 月には著

作権法の一部改正と合わせて，マラケッシュ条約が

批准された。今回の著作権法の改正では，第37条 3

項の対象が「視覚障害その他の障害により視覚によ

る表現の認識が困難な者」となり，視覚障害，発達

障害だけではなく，肢体不自由等の理由で本を持ち，

ページめくりができない者も対象であることが明記

された。また，著作物の利用行為に複製，譲渡，イ

ンターネット送信等の自動公衆送信に加えて，メー

ル送信等の公衆送信も含められるようになった。さ

らには，複製等の作業を行える団体等に一定の要件

を備えたボランティア団体等も含まれるようになっ

た。

　マラケッシュ条約の締結と著作権法の一部改正を

受けて，2019年 6 月21日，「視覚障害者等の読書環境

の整備の推進に関する法律（以降読書バリアフリー

法）」が衆議院本会議で可決され，1 週間後の 6 月28

日に施行された。翌年の2020年 6 月には，読書バリ

アフリー法第 7 条に基づき，「視覚障害者等の読書環

境の整備の推進に関する基本的な計画（以降読書環

境の基本計画）」が策定された。基本計画では，基本

的な方針に加え，読書バリアフリー法の第 9 条から

第17条で明記されている施策の方向性についての具

体的な計画が明記されている。その計画では，「施策

の方向性 1 ．視覚障害者等による図書館の利用に係

る体制の整備等」の項目に，「全国の大学等の障害学

生支援を担う施設は，大学図書館に類する役割や機

能を有する施設であれば著作権法施行令において視

覚障害者等のための複製が認められるものとして位

置付けられていることについて大学等に周知すると

ともに，大学等の図書館と学内の障害学生支援担当

部局等の関係部局との情報共有を促進し，相互の連

携を強化する。」と明記されており，障害学生支援を

担う大学内部署も大学図書館等と連携し，アクセシ

ブルな書籍等の円滑な利用のための体制整備を行う

ことが求められている。

　ところで，独立行政法人日本学生支援機構が実施

した「2019年度障害のある学生の就学支援に関する

実態調査（以降 JASSO 調査）」では，各大学で実施

している授業支援に関して，以下のような項目（複

数選択可）で聞いている。すなわち，その項目は，

「配慮依頼文書の配布」，「教室内座席配慮」，「出席に

関する配慮」，「ノートテイク」，「パソコンテイク」

等の27つである。その中で，アクセシブルな書籍の

提供に関連する項目は，「点訳・墨訳」，「教材のテキ

ストデータ化」，「教材の拡大」である。

　今までも視覚障害学生へアクセシブルな書籍の提

供は大学・短期大学・高等専門学校（以降：大学等）

で行われてきた。2019年度 JASSO 調査では，視覚

障害学生が 1 人以上在籍する大学等は，盲62校，弱

視275校となっている4）。そのうち，「点訳・墨訳」

を実施しているのが38校，「教材のテキストデータ

化」を実施しているのが75校，「教材の拡大」を実施

しているのが119校となっている。

　これに対して，発達障害学生への支援状況はまだ，

十分ではないことが明らかにされている。発達障害

の中でも読み書きに困難さを抱えると考えられる

SLD（限局性学習障害）の学生が 1 人でも在籍する

大学等は，2019年度 JASSO 調査では154校となって

いる。「教材のテキストデータ化」を実施しているの

が23校のみとなっており，ほとんど対応できていな

いのが現状である。

　もちろん，小・中学校の義務教育段階では，発達

障害等の読みに困難を抱える児童生徒に対しては，
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音声教材という名でアクセシブルなデジタル書籍の

普及が進みつつある。2008年に，｢障害のある児童及

び生徒のための教科用特定図書等の普及の促進に関

する法律｣（以降，「教科書バリアフリー法」と略称

する）が制定された。教科書バリアフリー法に基づ

き，教科書発行者から提供された教科書デジタルデ

ータを活用し，ボランティア団体等が音声教材を製

作している。文部科学省は，2021年度現在 6 つの団

体に研究5）を委託しており，その成果物である音声

教材を読み書きが困難な児童生徒に無償提供してい

る。その 6 つの団体は，「公益財団法人日本障害者リ

ハビリテーション協会（教材名：マルチメディア

DAISY 教科書）」，「茨城大学（教材名：ペンでタッ

チすると読める音声付教材）」，「東京大学先端科学技

術研究センター（教材名：AccessReading）」，「広島

大学（教材名：文字・画像付き音声教材）」，「NPO

法人エッジ（教材：音声教材 BEAM）」，「愛媛大学

教育学部（教材名：UNLOCK）」である。この中の

マルチメディア DAISY 教科書は，提供が始まった

2008年は80名のみだったが，2009年320名，2010年

710名，2011年1130名，2012年952名，2013年1386名，

2014年2465名，2015年3408名，2016年4769名，2017

年8093名，2018年10039名，2019年には11805名とな

っており，年々増加していることがわかる。このよ

うに，小・中学校の義務教育段階では，発達障害等

の読みに困難を抱える児童生徒は，まだ一部に過ぎ

ないものの，音声教材を活用できるようになってい

る。こうした児童生徒が高等教育機関に進学した後

も継続してアクセシブルなデジタル書籍を使用でき

る環境を整備しておく必要があるのは至極当然のこ

とであると言えよう。

　そこで，本論文ではアクセシブルなデジタル書籍

の 1 つであるマルチメディア DAISY 図書を取り上

げ，読みに困難を抱える学生に対するその有効性や

課題の検証のために，高等教育の場面で活用した実

証研究について報告する。また，併せて，アメリカ

合衆国モンタナ大学へのテレビ電話インタビューを

通してディスレクシア支援の先進国であるアメリカ

合衆国の活用状況を検証し，国際比較を試みる。こ

れらの知見から，読み書きに困難者に対する日本の

高等教育が直面する課題の明確化とその乗り越えに

向けた提言を試みる。

1 ．高等教育機関における音声教材の�
活用による実証研究

　障害のある学生の修学支援に関する検討会報告

（第二次まとめ）では，「教科書・教材，学術論文等

研究活動に必要な資料は，障害のある学生が利用す

ることを考慮してアクセシビリティを確保すること

が重要である。また，教員が作成する配布資料等も，

障害のある学生が必要な準備をできるよう，アクセ

シビリティを確保し，事前に提供することが望まし

い。」と記載があり，アクセシブルな書籍の必要が述

べられている。しかし，前述したように，視覚障害

学生には，点字や拡大資料等の提供は進んでいるが，

発達障害等が理由で読みに困難を抱える学生に対し

ては，アクセシブルなデジタル書籍の提供はほとん

ど行われていないのが現実である。著者も2015年よ

り大阪大学で障害学生支援コーディネーターを行っ

ているが，一度も発達障害学生へアクセシブルなデ

ジタル書籍の提供は行った経験はない。しかし，「文

字だけでは内容理解が難しい」，「英語では集中して

読むことができない」等のニーズはここ数年挙がっ

てはきているが，大規模大学という事情もあり，ア

クセシブルなデジタル書籍の提供までは進められて

いないのが現状である。

　そうした反省に基づき，今回は A 大学の担当コー

ディネーターの協力のもと，A 大学6）にて実証研究

を行った。A 大学では学生センターで発達障害のあ

る学生に対して PDCA サイクルを意識しながら支

援を実施している。学生からの訴えや困難の発生を

受けて個別にケース会議で支援の方向性を確認した

後，ケースカンファレンスシートに丁寧に支援計画

をまとめている。この大学では，支援計画で別室受

験や時間延長等の合理的配慮だけではなく，スタデ
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ィスキルと呼ばれる個別な学習支援も行っている。

今回は，この学生センターで初めて支援対象学生に

なった読みに困難を抱える学生Bに対する支援事例

を報告していく。

1 ．1　�対象者及びマルチメディアDAISY図書に関
して

　今回の学生Bは2016年 4 月に入学した大学 1 年生

であり4），小・中・高等学校では，特別な配慮は受

けてこなかった。学生は，とくに細かい文字の本を

読んだりするのが苦手であり，大学の授業で使用し

ているテキストを集中して読むことは難しいとのこ

とであった。そうした弱みが試験の点数にも直結す

るのではないかと本人は危惧していた。そこで，ま

ず大学の担当コーディネーターと相談し，2016年 9

月に，大学生を対象とした読み書き検査（Reading 

and Writing Fluency Task：RaWF）を実施した7）。

RaWFは読字，書字の速さと正確さを評価する読字・

書字課題と読み書きに関する支援ニーズを評価する

読み書き支援ニーズ尺度の測定から成り立っている

（高橋・三谷，2019）。読字・書字課題は，黙読課題，

視写課題，音読課題から，また，読み書き支援ニー

ズ尺度の測定は大学生の現在と小学校時代の読むこ

と，書くこと，その他（聞く，伝える，記憶するな

ど）に関する，4 件法（ 1 ．あてはまらない，2 ．ど

ちらかといえばあてはまらない， 3 ．どちらかとい

えばあてはまる， 4 ．あてはまる）の93項目の質問

群から構成されている。回答後，「あてはまらない」

を 1 点，「どちらかといえばあてはまらない」を 2 点，

「どちらかといえばあてはまる」を 3 点，「あてはま

る」を 4 点とし，大学生時代の読むこと，書くこと，

その他，そして，小学時代の読むこと，書くこと，そ

の他ごとに平均値を算出した。つまり平均値が高い

ほど，その項目の支援ニーズは高いことを示してい

る。

　学生 B の RaWF の結果を高橋・三谷（2019）が

大学生101名に対して実施した平均値・標準偏差をと

もに示したのが表 1 ，表 2 である。

表 1　学生Ｂ及び高橋・三谷（2019）の読字・書字
課題の結果

課題 学生Ａ 平均値 標準偏差

黙読課題
文字数 418 571 155.76
回答数 20 29.04 7.81

視写課題
無意味 63 97 21.69
有意味 75 105.78 23.22

音読課題 時間数 55.18 40.39 8.52

表 2　学生Ｂ及び高橋・三谷（2019）の読み書き支
援ニーズの結果

課題 学生Ａ 平均値 標準偏差

大学時代
（現在）

書くこと 2.5 1.91 0.49
読むこと 2.1 1.96 0.47
その他 1.9 2.19 0.51

小学時代
書くこと 2.1 1.82 0.6
読むこと 1.5 1.7 0.52
その他 2.3 2 0.55

　黙読課題は多数の短文を黙読してもらい，その後，

各文の正誤評価を行って，60秒間に正確に読めた短

文から「意味理解を伴う黙読速度」を 1 分間たりの

読み取れた文字数として算出する。学生 A の黙読速

度は418文字 /1分間であった。高橋・三谷（2019）

が報告している学生の平均値571文字 /1分間（標準

偏差155.76）と比較すると，低い数値であるものの，

平均圏内に入っている。黙読課題は小学生中学年〜

高学年レベルの短文であるため，学生 B でも問題な

く，ある程度の速度で黙読ができたと推測できる。し

かし，ひらがな表記の無意味語30語の音読時間を測

定する音読課題では，結果が55.18秒となっており，

高橋・三谷（2019）の平均値から1.5SD 以上遅くな

っている。このことから，初見の文章や専門用語が

多い学術書では，困難さが増すことが推測できる。

　読み書き支援ニーズ尺度の大学時代の読むことに

関する項目は，平均2.1点となっており，高橋・三谷

（2019）と比較すると平均的ではある。しかし，下位

項目を見ると「厚い本を読むのが苦手である」，「本

や論文等の要点をとらえるのが難しい」が「あては

まる」になっており，このことからも，大学で使用
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する学術書や論文に対して，読みづらさを抱えてい

ることが分かる。

　RaWF の結果から，学生 B は，短文の読みは問題

ないが，学術書や論文等になってくると読みの困難

さを伴う可能性が示唆された。そこで，文字ととも

に音声を使うことによって理解を高めることを目指

して，学術書や論文等をデジタル音声化することに

した。細かい文字の音読が苦手というニーズもあっ

たため，音声教材の中でも，読み上げている箇所が

ハイライトでき，読み上げスピードが可変的で，文

字の大きさも管理できるマルチメディア DAISY 図

書を採用することにした。

　支援対象とする図書については，筆者が本人と話

し合い，授業で使用している学術書等のうち，とく

に読みにくく，理解できていない図書を，マルチメ

ディア DAISY 化することにした。

　DAISY とは，Digital Accessible Information 

SYstem の略である。カセットテープへの録音から

CD への録音へと支援媒体がアナログからデジタル

へと移行した際に，デジタル録音図書の国際標準規

格として DAISY Consortium（本部スイス）によっ

て開発されたデジタル録音図書の仕様およびシステ

ムである（金森・山﨑・田中・松下・赤瀬・平

峰，2010）。近年では，DAISY で音声とシンクロさ

せて同じ内容のテキストや画像を表示可能なマルチ

メディア DAISY 図書が主流となっている。マルチ

メディア DAISY 図書の特徴として，「音声で読み上

げる部分の文字がハイライトする」「文字の大きさや

行間，色を変えることができる」「読むスピードを変

えることができる」などを挙げることができ，世界

で共通して使えて，様々なメディアでも再生可能な

ユニバーサルデザイン図書と評価されている（金森

他，2010）。

　しかし，マルチメディア DAISY 図書を製作する

ためには，前述したテキストデータを専用ソフトに

読み込み，音声を同期させる必要が出てくる。その

ため，製作するためには，一定，時間と費用が必要

になる。そこで，今回は，学術書等のマルチメディ

ア DAISY 化において，学生が必要な章だけを製作

し，完成した章ごとに，外部メモリーに保存し提供

した。テキストデータの作成や音声の同期等のマル

チメディア DAISY 図書の製作に関しては，大学図

書館との連携のもと，著作権法第37条第 3 項に基づ

いて実施した。

　2016年10月に支援対象である学生Bと筆者が相談

したところ，キリスト教系の授業で使用している聖

書の文字が小さく，漢字も多いため対象学生にとっ

ては，とくに読みにくいということであった。そこ

で，聖書の授業で使用するページを選択して，マル

チメディア DAISY 化することになった。2016年11

月に初回は提供することができたが，本人の希望も

あり，授業には持ち込まず，大学内の学習スペース

で授業の予習・復習で使用することにした。筆者に

よる個別指導の際は，学生Ｂは音声読み上げを活用

し，自らのペースで読み進めることができていた。し

かしながら，聖書の内容に本人が興味を持てなかっ

たため，個別指導以外に，自らの意志で DAISY 化

した聖書を読むことはなかった。

　2017年 4 月，新学期に入り，マルチメディア

DAISY 化する学術書に関して，再度，相談した。す

ると今回は，教育心理学系の授業を履修しているが，

授業内容が難しく，なかなか授業についていくこと

ができていないとのことであった。そこで授業で使

用されている教育心理学系の学術書をマルチメディ

ア DAISY 化することになった。今回に関しても，大

学内での学習スペースで授業の予習で使用してもら

った。聖書と比べ，授業についていけていないとい

う危機感があったためか，自らの意志で授業前の週

1 回ほど，予習のためにマルチメディア DAISY 図

書を使用した。その結果，ある程度専門用語等を理

解することができるようになり，授業にもついてい

けるようになったとのことである。

　2017年10月，後期学期の開始に当たって履修する

授業を確認し，マルチメディア DAISY 化を行う教

科書等の教材を検討した。次は，図表等も多く，内

容が難しいという学校保健系の学術書をマルチメデ

読みに困難を抱える大学生に対するアクセシブルなデジタル書籍の必要性に関する研究（楠　敬太）



66

ィア DAISY 化することになった。この授業はそも

そも学生 B にとって，興味関心が高い授業というこ

ともあり，より積極的に週 2 回ほどのペースで予習・

復習に取り組んだ。

　このようなステップでマルチメディア DAISY 図

書の活用を試みたが，こうしたデジタルツールによ

る音声読み上げは，学生にとっては，大いに役立っ

たようである。音声読み上げを行うことで，勝手読

み等が減少し，内容理解に繋がった。教科書の内容

理解が，さらに予習・復習への積極性を喚起すると

いう好循環をもたらした。

1 ．2　�マルチメディアDAISY図書活用の印象に関
して

　マルチメディア DAISY 図書の効果を自身の印象

から科学的に把握するため，「高等教育機関における

マルチメディア DAISY 図書活用に関する印象的評

定」を学生 B に実施した。今回使用した印象的評定

は，金森他（2011）が作成した「マルチメディアデ

イジー教材に関する印象的評定」を参考にし，「学習

場面の様子から見るマルチメディア DAISY の効

果」11項目，「活用の様子から見るマルチメディア

DAISY の特徴」7 項目を筆者が高等教育機関用に改

訂したものである。「学習場面の様子から見るマルチ

メディア DAISY の効果」は「 1 ．ほとんど当ては

まらない， 2 ．あまり当てはまらない， 3 ．当ては

まらない， 4 ．よく当てはまる」の 4 件法で，また，

「活用の様子から見るマルチメディア DAISY の特

徴」は「 1 ．大変良くない， 2 ．良くない， 3 ．良

い，4 ．大変良い」の 4 件法で回答を求めている。マ

ルチメディア DAISY 図書を活用し始めてから 1 年

後の2017年 1 月（1回目）と 2 年後の2018年 1 月（2

回目）の 2 度，評定を実施し，その変容を見ること

にした。

　「学習場面の様子から見るマルチメディア DAISY

の効果」で，「ほとんど当てはまらない」を 1 点，「あ

まり当てはまらない」を 2 点，「当てはまる」を 3 点，

「よく当てはまる」を 4 点とし，「活用の様子から見

るマルチメディア DAISY の特徴」でも，「大変良く

ない」を 1 点，「良くない」を 2 点，「良い」を 3 点，

「大変良い」を 4 点とし，得点化した。これらの結果

を表 3 に示しておく。

　2017年と 1 年後の2018年の結果を比較すると，「学

習場面の様子から見るマルチメディア DAISY の効

果」の全体平均値は上昇している。 1 年間継続的に

使用することで，マルチメディア DAISY の効果を

実感できていると推測できる。さらに詳細にみてい

くと「③漢字の読みが正確に入る」が「全くそう思

わない（ 1 点）」から「ややそう思う（ 3 点）」に 2

段階上昇している。2016年 9 月に実施した読み書き

支援ニーズ尺度の大学時代の読むことに関する「漢

字の勝手読みがある」の項目では，「どちらかといえ

ばあてはまる」を選択している。もともと，漢字に

対しては，抵抗感があったようであるが，漢字をス

ムーズに読むためには有効であったと推測できる。

　また，「⑦何度も繰り返し再生できるので，再確認

（復習）がしやすい」が「あまりそう思わない（ 2

点）」から「大いにそう思う（ 4 点）」に，「⑨人の手

を借りずに読めるため，自立心・自主性を育むこと

ができる」が「全くそう思わない（ 1 点）」から「や

やそう思う（ 3 点）」とどちらも 2 段階上昇している。

今まで本等への抵抗感のせいか，自ら教科書を取り

出して，予習・復習するのはあまり見られなかった

が，これらの項目が向上していることを踏まえると，

マルチメディア DAISY 図書のおかげで，自ら学習

に取り組むことができるようになったと自覚してい

るではないかと考えられる。

　「活用の様子から見るマルチメディア DAISY の

特徴」を見ると， 1 回目から平均が 3 点以上となっ

ており，マルチメディア DAISY 図書については，活

用しやすいと感じていることが分かる。特に，マル

チメディア DAISY 図書の一番の特徴といえる「文

字・音声・画像を同時に再生することができる。」，

「視覚と聴覚の両方から情報を得ることができる。」，

「音声で読み上げる部分の文字がハイライトする。」

が一番高い「良い（ 4 点）」となっている。テキスト

立命館産業社会論集（第57巻第 1号）
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データだけを提供して，日本語合成音声の TTS

（Text to Speech）エンジンソフトウエアで読むとす

ると，このような機能はついてこない。マルチメデ

ィア DAISY 図書を提供することの重要性を確認で

きるであろう。

1 ．3　�マルチメディアDAISY図書活用の効果に関
して

　 2 年間の効果を測定するために，2018年 2 月に再

度，RaWF を実施した。その結果と2016年 9 月の結

果を比較した結果を表 4 ，表 5 に示した。

　読字・書字課題を見ると，この 2 年間では能力に

変容はない。マルチメディア DAISY 図書の学習効

果に関して，金森・西田・宮本・古川・縄田・今枝・

楠（2012）は，その活用前後で「自尊感情測定尺度」

及び「森田式読み書き検査」を実施し，児童生徒の

これらのデータの変容を分析している。対象者は，知

的障害生徒（高等部 1 年） 1 名，肢体不自由児（小

学部 5 年） 1 名，学習障害児童生徒（小学生中学年，

中学生 2 名） 3 名の 5 名であった。その結果，自尊

感情及び読字・書字能力のいずれにおいても，その

向上が見られたと報告している。金森・宮本・古川・

縄田・池谷・今枝（2013）では，さらに詳細に読字・

書字能力の変容を明らかにするために，マルチメデ

ィア DAISY 図書の活用前後で「特異的発達障害診

断・治療のための実践ガイドライン」に基づき検査

を実施している。その結果，自尊感情及び読字・書

字能力の向上がやはり同様に見られたと報告してい

る。これらの事例は初等・中等教育課程の児童生徒

が対象であり，読み書き能力の成長期であったため

に，このような好結果が出たものと推察される。今

回は，大学生をターゲットとし，また製作したマル

チメディア DAISY 図書も使用しているテキストの

一部であることから，継続的に使用しても，読字・

書字能力は調査で明らかになるほどの変容が見られ

なかったものと考えられる。

　これに対して，読み書き支援ニーズ尺度に注目し，

「書くこと」，「読むこと」を表 5 で見ていくと，平均

読みに困難を抱える大学生に対するアクセシブルなデジタル書籍の必要性に関する研究（楠　敬太）

表 3　学生ＢのマルチメディアDAISY 図書に関する印象的評定

学習場面の様子から見るマルチメディア DAISY の効果 1 回目 2 回目

①　読みへの抵抗感を軽減することができる。 3 4
②　文字を目で追う抵抗感を軽減することができる。 4 4
③　漢字の読みが正確に入る。 1 3
④　文章の読みが正確に入る。 3 4
⑤　文章を集中して読むことができる。 4 4
⑥　文字を読む抵抗感を軽減するため，内容が理解しやすい。 3 3
⑦　何度も繰り返し再生できるので，再確認（復習）がしやすい。 2 4
⑧　何度も繰り返し再生できるので，文章を暗唱しやすい。 2 2
⑨　人の手を借りずに読めるため，自立心・自主性を育むことができる。 1 3
⑩　読めないことによる学習意欲の低下を防ぐことができる。 3 3
⑪　読むことが楽になり，もっと読もうという積極性が出てくる。 3 3

平均 2.6 3.3

「活用の様子から見るマルチメディア DAISY の特徴 1 回目 2 回目

①　文字・音声・画像を同時に再生することができる。 4 4
②　視覚と聴覚の両方から情報を得ることができる。 4 4
③　音声で読み上げる部分の文字がハイライトする。 4 4
④　文字の大きさや行間，色を変えることができる。 3 3
⑤　読むスピードを変えることができる。 3 3
⑥　早送り，巻き戻し，章・節へのジャンプをすることができる。 3 2
⑦　何度も繰り返し見ることができる。 3 3

平均 3.43 3.29
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値はいずれも減少しており，困り感は低下している。

「読むこと」の詳細項目を見ていくと，「厚い本を読

むのが苦手である」が，「あてはまる」から「あては

まらない」に，「本や論文等の要点をとらえるのが難

しい」が「あてはまる」から「どちらかといえばあ

てはまらない」に，「文章を目で追う事はできるが，

書かれている内容が頭に入らない」が「どちらかと

いえばあてはまる」から「あてはまらない」に変容

している。これはマルチメディア DAISY 図書を継

続的に使用することで，読み書きに対する抵抗感は

和らいだことを示唆している。高等教育における読

み困難な学生に対するマルチメディア DAISY 図書

による支援は，自立して学習する学生の背を押すと

いう意味で，効果があり，こうした支援をいかに充

実化していくかが，今後，重要な課題となることを

確認できるだろう。

　そこで次に，日本の高等教育における読み困難学

生の今後追求すべき支援の在り方を考えるうえで，

支援の先進国の実情を把握していくことにしよう。

2 ．アメリカ合衆国の高等教育機関における�
読みに困難を抱える学生に対する支援

　前章では，大学に在籍する読みに困難を抱える学

生に対して，アクセシブルな書籍の 1 つであるマル

チメディア DAISY 図書を提供して支援する試みと

その成果を報告した。日本では，こうした試み自体

が，先進的・先端的な実証研究になってしまうとこ

ろに，社会的な問題を見出すことができる。ディス

レクシア（読みに困難を抱える）学生に対して，先

行して支援を導入している社会は，いかなる到達点

を切り拓いているのであろうか。本章ではアメリカ

合衆国の高等教育機関における読みに困難を抱える

学生に対する支援の実態を見ていくことにしたい。

2 ．1　�アメリカ合衆国における高等教育機関での
障害学生支援

　日本において2019年度に実施された「JASSO 調

査」では，高等教育機関に在籍する障害学生総数は

37，647人で全学生の1.17％となっている。これに対

してアメリカ合衆国の障害学生は，National Center 

for Education Statistics（NCES）（2018）によると，

大学生総数の約19％が障害のある学生8）であり，我

が国の10倍以上となっている。アメリカ合衆国には

高等教育機関で学ぶ障害学生が圧倒的に多いことが

わかる。こうした背景には，アメリカ合衆国では，

1990年代から，障害学生の学ぶ権利を保障してきた

歴史があるからである。

　障害学生が高等教育を受ける権利を保障する法律

は，「リハビリテーション法（Rehabilitation Act）」
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表 4　学生Ｂの読字・書字課題の比較

課題 2016年 9 月 2018年 2 月 平均値 標準偏差

黙読課題
文字数 418 376 571 155.76
回答数 20 17 29.04 7.81

視写課題
無意味 63 55 97 21.69
有意味 75 74 105.78 23.22

音読課題 時間数 55.18 52.51 40.39 8.52

表 5　学生Ｂの読み書き支援ニーズの比較

課題 2016年 9 月 2018年 2 月 平均値 標準偏差

大学時代
（現代）

書くこと 2.5 2.2 1.91 0.49
読むこと 2.1 1.8 1.96 0.47
その他 1.9 2 2.19 0.51
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と「障害のあるアメリカ人法（Americans with 

Disabilities Act：以下，ADA と略称する）」である。

リハビリテーション法は1973年に改正され，これに

より，アメリカ合衆国で始めて，障害者に対する差

別の禁止が初めて連邦法として定められた。この改

正により新たに付け加えられた第504条では「障害を

有する個人は，単に障害者という理由で連邦政府の

財政援助を受けている活動のプログラム，または行

政機関もしくは米国郵政公社によって行われるプロ

グラムへの参加を除外されたり，その恩恵を拒否，な

いしは差別されたりしてはならない」と規定してい

る（牛丸，2019）。

　リハビリテーション法第504条の理念を受け継い

だのが，1990年に成立した ADA である。この法律

の第 2 編では「本節に従い，適格性を有する障害の

ある個人10）は，その障害を理由として，公共機関

のサービス，プログラム，活動への参加から排除さ

れ，又はその利益を拒否されることがあってはなら

ず，又はかかる機関による差別の対象となってはな

らない」と明記されている。つまり，2016年に障害

者差別解消法が施行された我が国と比べると，約25

年前には高等教育機関を含む公共機関のサービスで

障害を有する学生に対しての差別が法的に禁止され

ているのである。

　リハビリテーション法第504条及び ADA を受け

て，アメリカ合衆国のほとんどの高等教育機関に障

害学生支援サービスセンターが設置され，試験時の

配慮，教職員への障害学生支援必要の通知，通訳サ

ービス，ノートテイクなどの合理的配慮が提供され

ている（織原，2016）。合理的配慮を受け取る手続き

は，Sydney，Ryan，Amber，Stacy（2019）によれ

ば，①学生が各高等教育機関に設置された障害学生

支援オフィスに合理的配慮のリクエストを提出する，

②リクエストの提出後，学生は障害学生支援オフィ

スの担当者と初回の面談を行う。学生は自分自身の

障害の状況と今までの合理的配慮の提供に関しての

レポートを提出する，③障害学生支援オフィスの担

当者はこのレポートについて学生と話し合い，さら

には行動観察したうえで，障害に関するより詳細な

情報を集める，場合によっては，それぞれの障害の

臨床専門家から追加文書の提供を求める場合もある，

④最終的に以上のレポート等に基づいて，合理的配

慮の内容を決定する，という 4 つのステップが基本

的に必要とされている。

　ここで，具体的に， 1 つの大学の障害学生に向け

た支援の実態を見ておこう。筆者は，2021年 3 月に，

モンタナ大学の渡部美香教授に対して，テレビ電話

インタビューを試みた。渡部美香教授によれば，モ

ンタナ大学の障害学生サービスには2021年現在，

Director 以外にコーディネーターが 4 名，手話通訳

士が 3 名所属している。学生数が9500人に対して，サ

ポートしている障害学生数は，約1300人と10％以上

となっている。

　モンタナ大学で，合理的配慮を受けるためには，障

害学生サービスに登録する必要がある。登録するた

めには，まず専用フォーム，メール，電話のいずれ

かで連絡を取り，コーディネーターとの面談を行う。

そして登録が完了すれば，コーディネーターから確

認書を受け取るという流れである。合理的配慮を要

求する場合は，コーディネーターにメールで連絡し，

面談を行った後に，適切な合理的配慮を提供するこ

とになる。

　約1300人の障害学生のうち，約130人が学習障害の

ある学生である。この学習障害や視覚障害を含め読

みに困難がある学生に対しては，教科書等を Word

や透明テキスト付き PDF11）等の代替フォーマット

に変換するサービスを行っている。まず，障害学生

は，障害学生サービスのコーディネーターと面談を

行い，代替フォーマットを受け取る資格があるかを

判断される。その後，支援技術コーディネーターと

再度面談を行い，テキストデータの要求を行うこと

になる。リクエストフォームは IT Accessible 

Technology Services（ATS）という学内の部署に

送られ，その部署が出版社へ PDF ファイルをリク

エストする。出版社からファイルを受け取った後，

ATS がリクエストした学生に配分する。必要であれ
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ば代替フォーマットに変換して学生に提供する。

　学習障害のある学生が図書をテキストデータ化で

きるように，図書館にも高速スキャナーを配置して

いる。そのスキャナーの使い方に関する研修会も年

に数回は実施している。

　以上の通りに各大学等で障害学生支援が行われて

いるが，各大学同士の連携を高めるために，1977年

に The Association on Hiher Education and 

Disability（AHEAD）が，組織されており，毎年各

大学等の障害学生支援担当者に対して，ワークショ

ップや会議等を実施し，また研究ジャーナル等の出

版物も多く発行している。

2 ．2　�アメリカ合衆国における学習障害学生への
支援に関して

　National Center for Education Statistics（NCES）

（2020）11）が実施した調査では，2018〜19年で特別

教育サービスを受けた全学生（3歳〜21歳）の約33％

が学習障害（Specific learning disability）であると

されている。学習障害の 1 つである発達性ディスレ

クシアの原因は音韻障害仮説が一番有力の仮説であ

る（宇野・春原・金子・粟屋・狐塚・後藤，2018）。

　英語は，日本語と比較して，文字から音への変換

が不規則で，このことが，学習障害が多い要因だと

推測できる。そのためサポートも充実しており，ア

メリカ合衆国の小学校から高等学校までの紙媒体の

教科書の全てがアクセシブルなデジタルデータで提

供されている。

　個別障害者教育法（Individuals with.Disabilities 

Education Act：IDEA）の2004年の改定では，読み

に 困 難 を 抱 え る 児 童 生 徒 に 対 し て National 

Instrumental Materials Accessibility Standard

（NIMAS）で製作された「電子ファイル」の提供が

全ての州で義務付けられた。NIMAS は，DAISY3を

採用しており，点字，音声，拡大等に適応可能な規

格である。NIMAS の集約機関として，設置された

のが，National Instrumental Materials Accessibility 

Center（NIMAC）である。電子教科書集約の流れ

としては，出版社は NIMAS ファイルを NIMAC に

提出する。教科書会社の大手のピアソン社のように，

独自に技術部門を持ちDAISY規格の教科書を出版・

販売している場合もあるが，独自に NIMAS ファイ

ル を 作 る こ と が で き な い 場 合 は， 後 述 す る

Bookshare が，NIMAS ファイル製作の代行や技術

支援を行う（北村，2011）。NIMAC は提出されたフ

ァイルが適正に作られているか確認して，州の教育

委員会などの契約機関とダウンロードに関する契約

を結ぶ。契約機関は，配布方法等を NIMAC と事前

に決めておく必要がある。

　大学等で使用する学術書等の教科書に関しては，

NIMAS の提供はされていないが，リハビリテーシ

ョン法セクション504及び ADA 第 2 章では，大学等

は障害がある学生が全ての教育へのアクセスを保証

するために，サービスを提供しなければならないと

定められている（Noble ＆ Coombs，2004）。そのた

め今回紹介したモンタナ大学のように，通常の教科

書等にアクセスできない場合は，障害のある学生に

適合する代替フォーマットを提供することが求めら

れる。

　 ま た，2008年 に は ア メ リ カ の Microsoft が，

Microsoft の「Open XML」形式の文書を DAISY 規

格に変換するアドイン「Save as DAISY XML」が

提供されるようになった。「Save as DAISY」を

Word でダウンロードすると，「アクセシビリティ」

というメニューが追加される。その後，「タイトルの

作成」や「メニューの作成」ができるようになり，

Word 文書を DAISY 規格で保存することができる。

つまり，著作者が，テキストを作成する段階から，ア

クセシブルなデジタルテキストフォームで製作でき

るように，Microsoft が環境整備を行ってくれたわけ

である。執筆段階から，テキストのアクセシビリテ

ィを追求しようとする先進的な配慮と評価できるだ

ろう。

　以上学習障害の支援について紹介したが，これだ

けではなく，図書館での障害者サービスも整ってい

る。次節ではその内容を紹介する。
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2 ．3　共有オンライン図書館について
　電子教材の提供で最も歴史が長い国際的な機関は，

1931年に設立されたアメリカ議会図書館が運営して

いる National Library for the Blind and Physically 

Handicapped（NLS）12）である。1930年 3 月 3 日プ

ラット・スムート法（The Pratt-Smoot Act）が成

立した。10万ドルの連邦予算が配当され，視覚障害

者に点字図書を提供するプロジェクが始まった。こ

れが NLS のとなり，1933年には利用できる資料とし

点字図書だけではなく，「代読をディスクに録音し，

蓄音機で再生する」録音図書も含まれるようになっ

た。この NLS は，視覚障害者が利用できる図書館と

して設立した後，当初は点字図書のみであったが，

1934年には利用できる資料として録音図書も含まれ

た。また，1952年では子どもも対象となり，さらに

1966年には身体的制限のある者も点字図書・録音図

書の利用者として認められた。そして，2019年には，

従来の「National Library for the Blind and 

Physically Handicapped」から「National Library for 

the Blind and Print Disabled」に名称が変更されて

いる。2012年の調査によると，80万人が利用者とし

て登録をおり，そのうちの7.2％が読み障害を持って

いるとのことである。申請書を提出し，医師や心理

士，福祉機関の専門家に認定されるとサービスを利

用することができる。

　NLS で提供されている媒体は，点字図書と録音図

書となり，アメリカ合衆国郵便公社経由で郵送する

方法と WEB サイトからデータをダウンロードする

方法で提供されている。アプリ「BARDMobile」を

ダウンロードすることで，点字や録音図書をスマー

トフォンやタブレットで読むこともできる。

　公的な機関ではないが，Bookshare13）も規模と

しては大きいオンライン図書館となる。Bookshare

は Jim Fruchterman が，ソフトウェアで社会をよく

することを目的に立ち上げた非営利の社会的企業

Benetech 社がアメリカの教育省（US Department 

of Education）特別教育プログラム局（Office of 

Special Education Programs：OSEP）の資金提供の

もと，2001年により運営されている。利用登録がで

きるのは，印刷物を読むことが難しい視覚障害，学

習障害，ページめくり等が難しい肢体不自由者等の

いわゆるプリントディスアビリティが対象となって

いる。こちらも NLS と同様に，医師や心理士，福祉

機関等の専門家の認定が必要となってくる。会費は

アメリカの認定を受けた障害のある学生は無料でそ

れ以外は入会費25ドル，年会費50ドルである。2021

年 4 月現在，提供されているコンテンツは，約98万

となり，テキスト DAISY，音声 DAISY，音声デー

タ，点字データの形式で提供されている。利用者か

らのリクエスト後にボランティアの製作にとりかか

ることになる。Bookshare の WEB サイトには，完

成するまで数ヶ月必要と記載されている。

　また，この Bookshare では，Unversity Partner 

Program14）として，各高等教育機関が製作した教

科書等のデータを収集している活動も，2009年から

実施されており，2021年 4 月現在は36大学が参加し

ている。

　この活動は「読みに困難を抱える大学生が利用で

きる資料や教科書を大幅に増やす」，「各大学での製

作に関する労力を減らす」ことを目的に進められて

いる。各大学では Bookshare の標準マニュアルに従

って，教科書等をスキャン・テキスト校正等を行い，

デジタルデータでアップロードすることが望まれて

いる。このように，各大学で製作されたデータを，そ

の大学だけで使用するのでは，共有し多くの学生が

使える環境を整備することが重要と考えられている。

おわりに

　本稿では，読みに困難を抱える発達障害のある大

学生に対して，アクセシブルなデジタル書籍である

マルチメディア DAISY 図書を提供したところ，一

定以上の効果を得られることを詳述してきた。現在，

大学等で発達障害等の学生に対して提供されている

のは主に書籍や論文のテキストデータである。基本

的にテキストデータを受け取った学生は，日本語合
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成音声の TTS（Text to Speech）エンジンソフトウ

エアを用いて音声を読み上げることになる。テキス

トデータは一般的に音声や点字に自動変換して読む

ことができ，視覚による読書に障害をもつ学生にと

っては大変有効といわれている（松原・植田，2013）。

しかし，誤読も多く発生すると報告されている。

　南谷・楠（2018）によれば，あん摩マッサージ指

圧師国家試験，はり師国家試験，きゅう師国家試験

のテキストデータを日本語 TTS エンジンで読み上

げ，その精度を検証した。その結果，各設問で 2 ，3

箇所程度の誤読が定常的に発生した。また，植村

（2017）は電子書籍 TTS の誤読を解消するために，

誤読箇所の原稿を誤読がでないように，置き換えた

（例えば，（修正前）図表1-1→（修正後）図表1.1）

が，実際 TTS で読んだところ，完全に誤読を解消

することは難しかったとのことである。以上の通り

に，同じ漢字で読みが複数となる日本語の特性上，書

籍や論文のテキストデータのみでは，誤読も多く公

平な合理的配慮を提供できているとは言えないだろ

う。加えて，発達障害等の学生によっては，合成音

声より肉声音声のほうが適切な場合もある。

　今回紹介したアメリカ合衆国で使用される英語は，

漢字等のように，文脈によって読み方が変化するこ

とは少なく，TTS エンジンの誤読は少ないといわれ

ている。それでも Bookshare で共有されるデジタル

データは，DAISY 等のアクセシブルなものが多い。

　日本においては，日本語という特徴を踏まえると，

適切な合理的配慮と言えるのは，今回活用したマル

チメディア DAISY 図書のような正確な音声が付さ

れたアクセシブルなデジタル書籍であると考えられ

る。しかし，アクセシブルなデジタル書籍を制作す

るためには，莫大な製作コストが必要となる。今回，

学生 B に提供したマルチメディア DAISY 図書も筆

者の指導のもと，アルバイト学生に製作を依頼した

が， 1 冊辺り40時間以上の製作時間を要した。支援

対象学生が在籍している大学等で全ての書籍や論文

をアクセシブルにするのは現実的に難しい。そこで，

重要になってくるのは各大学の製作物を共有できる

Bookshare のような共有オンライン図書館である。

　日本で共有オンライン図書館といえるのは，国立

国会図書館が行っている「視覚障害者等用データ送

信サービス15）」であろう。「視覚障害者等用データ

送信サービス」は，視覚障害者等や図書館等にイン

ターネット経由で送信するサービスである。国立国

会図書館が製作した視覚障害者用データだけではな

く，全国の図書館等が製作し国立国会図書館が収集

した視覚障害者用データも提供している。全国の図

書館等から収集するデータは，音声 DAISY，音声フ

ァイル，マルチメディア DAISY，テキスト DAISY，

テキストデータ，点字データとなっており，データ

を収集するためには，国会図書館との覚書を締結し，

データ提供館になる必要がある。2021年 3 月末現在，

データ提供館は99館であり，そのうち大学図書館は

11館となっている。また，利用できるデータは，音

声 DAISY が27，297件，マルチメディア DAISY が

520件，テキスト DAISY が54件，EPUB16）が54件，

透明テキスト PDF が14件，DOCX（Word）が50件，

プレーンテキストが298件，点字データが1935件であ

る。しかし，大学図書館から提供されているのが，ほ

とんどが，プレーンテキストであり，学術図書や論

文はマルチメディア DAISY 化のようなアクセシブ

ルデジタルデータ化はされていない。

　また，日本点字図書館がシステムを管理し，全国

視覚障害者情報提供施設協会が運営している「サピ

エ図書館」も活用されている。約18万タイトルの点

字データや約 7 万タイトルの音声 DAISY データ，

約 2 千タイトルのテキスト DAISY などを保有し，

個人会員になることで，点字や DAISY データをダ

ウンロードすることができる。「サピエ図書館」と国

立国会図書館視覚障害者等用データ送信サービスは

連携しており，「サピエ図書館」の ID を用いて，国

立国会図書館視覚障害者等用データを検索すること

もできる。しかし，こちらのサピエ図書館でも，音

声や文字がシンクロするため，発達障害学生等に対

して，有効といわれているテキスト DAISY は約 2

千万タイトルとなっており，音声 DAISY の約 7 万
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タイトルと比較すると少ないのが現状である。

　今後は，本稿で取り上げたような大学生に対して

も，アクセシブルなデジタル図書が学習・研究を支

援するうえで有効であるという事例研究を増やし，

そうしたアクセシブルな書籍の提供の重要性を各大

学等に啓発・理解させていく必要がある。大学等で

アクセシブルなデジタル書籍を製作するためには，

まずは障害学生支援の体制を整えることが緊要であ

る。

　2006年，国際連合で採択された「障害者の権利に

関する条約（障害者権利条約）」の日本での締結に向

けた国内法整備の一環として，「全ての国民が，障害

に有無によって分け隔てられることなく，相互に人

格と個性を尊重しながら矯正する社会の実現に向け，

障害を理由とする差別の解消を推進すること」を目

的とした「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律（障害者差別解消法）」が2013年に制定され，

2016年 4 月 1 日から施行された。これに応じて，大

学等においても合理的配慮の提供が国公立では法的

義務，私立大学では努力義務になっている17）。障害

者差別解消法施行前後に，大学等に障害学生支援の

部署の設置が進んできたのもそのためである。しか

し，2019年度の「JASSO 調査」によると，全体の

95.9％は担当の部署・機関があるものの，そのうち

専門の部署・機関があるのが22.2％のみである。つ

まり， 8 割程度の大学が教務係や学生係等が対応し

ていることになる。アクセシブルなデジタル書籍を

製作するためには，より高度な専門性が求められる。

そのため，専門家が所属する専門の部署の設置が重

要となってくる。

　また，「読書環境の基本計画」にも記載があるよう

に，高等教育機関の障害学生支援の担当部署と附属

図書館との連携が重要となってくる。さらに，モン

タナ大学のように情報関係の部署とのつながりも大

切となる。

　ただし，やはり大学等での製作だけでは，とても

充分とは言えない。「障害者基本法」に基づき策定さ

れた「障害者基本計画（第 4 次計画）」に，「電子出

版は，視覚障害，上肢障害，学習障害等により紙の

出版物の読書に困難を抱える障害者の出版物の利用

の拡大に資すると期待されることから，新たな技術

開発の促進や，電子書店，電子図書館，出版社その

他の関係事業者への普及啓発等を通じて，アクセシ

ビリティに配慮された電子出版の普及に向けた取組

をすすめるとともに，今後，これらの取組の一層の

促進を図る。また，電子出版物の教育における活用

を図る。」と記載があり，今後は出版社が一般の紙媒

体の印刷物に加えて，アクセシブルなデジタル書籍

を製作しやすく，また販売しやすい仕組み，また著

作者が著作物を製作する過程で，すでにアクセシブ

ルなデジタル書籍の形態で製作できるような環境を

整えることが求められる。そのためにも，今後はさ

らに高等教育のおける実証事例を質・量ともに増や

し，読みに困難を抱える学生に対するアクセシブル

な書籍の必要性を追求していくことが研究者には期

待されるだろう。

　アメリカ合衆国の入試選抜方法は Admission 

Office が中心となり，学力とともに適正や課外活動

なども考慮に入れて多面的評価が行われている（村

田，1997）。そのため様々な事情を抱えた学生が入学

しており，National Center for Education Statistics

の2020年 The Condition of Education9）によると，

2018年の 2 年制及び 4 年制の大学進学率は69％とな

っている。日本の状況は，文部科学省が報告してい

る「令和 2 年度国公私立大学・短期大学入学者選抜

実施状況の概要18）」によると，アドミッション・オ

フィス（AO）入試19）を実施している大学は607校

（79％），短期大学は581校（88.6％），推薦入試を実

施している大学は750校（97.7％），短期大学は297校

（97.1％）であり20），多面的評価での入試選抜が我が

国においても多くなっている。また，大学（短期大

学を含む）への進学率も文部科学省の2020年度学校

基本調査21）をみると，58.1％でありアメリカ合衆国

の進学率に近づいている。このことより，日本にお

いても，今後はさらに読みに困難を抱える等の様々

な事情の学生が増加すると推察できる。
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　そのため，今後は申請してから製作し始めるので

はなく，読みたいときにアクセシブルな書籍をすぐ

に読めるという環境の整備が求められている。
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DAISY 図書製作・活用システムの構築（17K14064）」
の研究の一環として実施されたものである。

倫理的配慮に関して
　大阪大学キャンパスライフ健康支援センター倫理委
員会（受付番号13）にて承認されている（2019年 1 月
29日）。

注
1 ）		  著作権法第37条第 3 項には，「視覚障害者等が利

用するために必要な方式」と明記されている。
2 ）		  著作権法第37条第 3 項には，「視覚障害その他の

障害により視覚による表現の認識が困難な者」と
明記されている。

3 ）		  https://www.mofa.go.jp/mofaj/ila/et/page25_�
001279.html

4 ）		  JASSO 調査では，視覚障害を盲と弱視に区分し
て調査している。盲は「視覚による教育が不可能
または著しく困難で，主として触覚及び聴覚など，
視覚以外の感覚を利用しての教育が必要な程度」，
弱視は「視覚による教育は可能であるが，文字の
拡大など教育上特別の配慮が必要な程度（視野障
害や，明るいところがまぶしく感じる羞明や暗い
ところが見えにくい夜盲等の明暗順応の障害を含
む）」と定義している。

5 ）		  文部科学省は，「障害のある児童及び生徒のため
の教科用特定図書等の普及の促進等に関する法
律」等を踏まえ，発達障害や視覚障害等のある児
童生徒が十分な教育を受けられる環境を整備する
ため，教科書デジタルデータを活用した音声教材

等に関する効率的な製作方法等や高等学校等にお
ける拡大教科書の普及促進等について，実践的な
調査研究を実施するなど，障害のある児童生徒の
自立・社会参加の加速化に向けた特別支援教育の
一層の教科に取り組むという教科書デジタルデー
タを活用した拡大教科書，音声教材等普及促進プ
ロジェクトを2014年度から実施している。このプ
ロジェクトの柱として，「 1 ．障害のある児童生徒
のための教科書デジタルデータを活用した音声教
材の効率的な製作方法等に関する調査研究」を行
っており，文部科学省から委託を受けたボランテ
ィア団体等が音声教材を製作し，読み書きが困難
な児童政党に無償で提供している。

6 ）		  A 大学は総学生数650人程度の私立大学である。
今回は，個人情報保護の点から学校名は匿名とし
ている。

7 ）		  WAIS 等の心理検査も実施しているが，今回は
個人情報の関係で，RaWF の結果のみで評価して
いる。

8 ）		  National Center for Education Statistics
（NCES）は，アメリカの教育省（US Department 
of Education）の傘下機関である。毎年，Digest 
of Education Statistics として，アメリカの教育の
状 況 を 報 告 し て い る。2018年 の Digest of 
Education Statistics では，2015〜2016年の全学生
における障害学生の割合を紹介している。

9 ）		  National Center for Education Statistics
（NCES）では，毎年 The Condition of Education
を 報 告 し て い る。 そ の 中 に，Students With 
Disabilities の項目があり，3 歳から21歳までの障
害者の状況（障害別の割合等）が紹介されている。

10）		  ADA では，障害に関して，（A）その個人の主要
な生活活動の 1 以上を実質的に制限する身体的ま
たは精神的損傷（impairment），（B）そのような損
傷の記録，または，（C）そのような損傷を持って
いるとみなされていること，を意味する｣ と定義
されている（畑井，2008）。

11）		  PDF ファイルは画像データのため，TTS エン
ジンを使用することができない。しかし。PDF フ
ァイルの文字部分を OCR ソフトで読み取りテキ
ストに変換し，それを元の PDF ファイルと一体
化することで，「透明テキスト付き PDF」が完成
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する。
12）		  https://www.loc.gov/nls/
13）		  https://www.bookshare.org/cms/
14）		  https://www.bookshare.org/cms/partners/

university-partners
15）		  https://www.ndl.go.jp/jp/library/support�

visual/supportvisual-10.html
16）		  EPUB と は 国 際 電 子 出 版 フ ォ ー ラ ム

（International Digital Publishing Forum：IDPF）
が策定した，電子書籍の国際標準規格である。
IDPFの創設以来の主要なメンバーであるDAISY 
Consortium は，EPUB が DAISY とほぼ同時期に
規格の改定をする機会に IDPF と合意して両団体
の開発リソースを EPUB3に集約した。その結果
2011年10月に DAISY のアクセシビリティを継承
し，新たに日本語等の多言語に対応した EPUB3規
格がリソースされた（ATDO 特定非営利活動法人
支 援 技 術 開 発 機 構 https://atdo.website/
daisyepub/）。

17）		  2021年 5 月28日，改正障害者差別解消法が参議
院本会議で全会一致により可決・成立した。今後
私立大学でも合理的配慮の提供が義務となる。

18）		  https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/�
2020/1414952_00002.htm

19）		  2017年 7 月13日に公表された「平成33年度大学
入学者選抜実施要項の見直しに係る予告について

（通知）」によって2021（令和3）年度入学者選抜よ
り，推薦入試を「学校推薦型選抜」，AO 入試を

「総合型選抜」と名称が変更されることになったが，
2022（令和2）年度は推薦入試・AO 入試で報告さ
れているため，文部科学省通りの記載としている。
ちなみに，「学校推薦型選抜（旧推薦入試）」とは
学業や課外活動，スポーツなどの実績や意欲を学
校長から大学に推薦する受験方法で，「総合型選抜

（旧 AO 入試）」とは願書などのほか，面接や論文，
プレゼンテーション等を課し，総合的に評価する
受験方法である。

20）		  文部科学省が公表している「令和 2 年度国公私
立大学・短期大学入学者選抜実施状況の概要」に
よ る と，AO 入 試 は 平 成30年 度 が 大 学569校

（75.4%），短大267校（84.8％），平成31年度が大学
582校（76.7％）短大271校（87.7％），令和 2 年度，

大学607校（79.0％）短大271校（87.7％），推薦入
試は平成30年度が大学747校（98.9%），短大315校

（100.0％），平成31年度が大学752校（99.1％）短大
309校（100.0％），令和 2 年度，大学750校（97.7
％）短大297校（94.8％）となっており，ここ 3 年
をみても多くの大学で AO 入試，推薦入試を実施
している。

21）		  文部科学省では，学校教育行政に関する基本的
事項を明らかにすることを目的として，学校基本
調査を昭和23年度より毎年実施している。
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A Study on the Necessity of Accessible Books for 
University Students with Reading Difficulties: 
Based on Case Studies of Using Multimedia DAISY 

Books for University Students

KUSUNOKI Keitaⅰ

Abstract : At the elementary and middle school stages of compulsory education in Japan, accessible digital 

books are used for the students with reading diffculties, even though the number of such students is 

relatively samall.

　In higher education in Japan, however, there are hardly any environments equipped with universally 

accessible digital books made easily available to students. Accordingly, this study focused on Multimedia 

DAISY Books, a universally accessible digital library, converted university textbooks into DAISY format, 

and provided them to a university student with reading difficulties. The assessment test was done twice at 

the end of first year and second year respectively during the demonstration experiment, the effectiveness 

of use of Multimedia DAISY Books was measured. For the assessment, “The Impressive Assessment on 

the Use of Multimedia DAISY Books in Higher Education” was used. The assessment result demonstrated 

that the continuous use of DAISY Books reduced the student’s attitude of resistance towards reading and 

writing.

　Along with the demonstration experiment, this study also examined the situation in the United States, 

known for its advanced status in dyslexia support.

　Based on the knowledge obtained through the demonstration experiment and international comparison, 

the study established that, in Japan, support for university students with reading difficulties in higher 

education is an urgent issue to be tackled. It also found that the establishment of an environment which 

enables quick access to specialized books through the reform of various systems relevant to shared online 

libraries, is required.

Keywords : �university students with reading difficulties, accessible books, Multimedia DAISY books, 

demonstration experiment, international comparison, shared online libraries
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